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図表 1 森林の多面的機能の定量的評価
機能の種類 評 価 額 評 価 方 法
二酸化炭素吸収.1兆2,391億円/午 森林バイオマスの増量から二酸化炭素吸収華を算出し､石炭火力発電所における二酸化炭素回収コストで評価 (代替法)
化石燃料代替 2,261億円/年 木造住宅が､すべてRC造 .鉄骨プレハブで建設された場合に増加する炭素放出量を上記二酸化炭素回収コストで評価 (代替法)
奉面侵食防止 28兆2,565億円/午 有林地と無林地の侵食土砂量の差(表面侵食防止量)を堰堤の建設.費で評価 (代替法
表層崩壊防止 8兆4,421億円/午 有林地と無林地の崩壊面積の差(崩壊軽減面積)を山腹工事費用で評価 (代替法
洪水緩和 6兆4,686億円/午 森林と裸地との比較において100年確率雨量に対する流量調節量を治水ダムの減価償却費及び年間維持費で評価 (代替法)
水資源貯留 8兆7,407億円/年 森林への降水量と蒸発散量から水資源貯留量を算出し､.これを利ダムの減価償却費及び年間維持費で評価 (代替法)






















































都道府県 施行 課税方式 個人均等 法人均等 超過課税 税p収
時期 割税率 割税率 特例期間 規 模
高 知 県 15.4.1 県民税超過課税 500円/年 500円/午 5年 1.6億円
岡 山県 16.4.1 県民税超過課税 500円/年 5%増 5年 3.3億円
鹿児島県 17.4.1 県民税超過課税 500円/年 5%増 5年 3.8億円
鳥 取 県 17.4.1 県民税超過課税 300円/午 3%増 3年 1.0億円
島 根 県 17.4.1 県民税超過課税 500円/年 5%増 5年 2.0億円
愛 媛 県 17.4.1 県民税超過課税 500円/午 5%増 5年 3.6億円
山 口県 17.4.1 県民税超過課税 500円/午 5%増 5年 3.8億円
熊 本 県 17.4.1 県民税超過課税 500円/年 5%増 *定めなし 4.2億円
福 島 県 18.4.1 県民税超過課税 1,000円/年 10%増 5年 1■0.0.億円
兵 庫 県 18.4.1 県民税超過課税 800円/午 10%増 5年 21.0億円
奈 良 県 18.4.1 県民税超過課税 500円/午 5%増 5年 3.0億円
大 分 県 18.4.1 県民税超過課税 500円/年 5%増 5年 2.9億円
滋 賀 県 18.4.1 県民税超過課税 800円/午 11%増 *定めなし 6.0億円
岩 手 県 18.4.1 県民税超過課税 1,000円/午 10%増 5年 7.0億円
静 岡 県 18.4.1 県民税超過課税 400円/午 5%増 5年 8.4億円
宮 崎 県 18.4.1 県民税超過課税 500円/午 5%増 5年 2.8億円


















































































































































































































































































































































1 3,000円以上 (12.1%) 2 2,000円程度 (17.7%)
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(6) 有識者会議 ･論点整理 (資料6)35頁｡
(7) 農林水産省 『平成18年度森林 ･林業白書』14-15貢｡
(8) 前掲 ･論点整理 (資料 1)2-3頁｡栃木県林務部 『栃木県森林 ･林業統計書』を
参照｡
(9) 同 ･論点整理 (資料 1)9貢｡
(10) 同 ･論点整理 (資料4)23頁｡栃木県林務部 ｢森林現況調査｣(2005年度)を参照｡
(ll) 同 ･論点整理 (資料3)21貢｡
(12) 同 ･論点整理 (資料2)16頁｡
(13) 同 ･論点整理 (資料8)
経営統計調査』を参照｡
(14) 同 ･論点整理 (資料7)
12月)を参照｡
(15) 同 ･論点整理 (資料 1)
(16) 同 ･論点整理 (資料1)
(17) 同 ･論点整理 (資料11)
(18) 同 ･論点整理 (資料12)
(19) 同 ･論点整理 (資料13)
(20) 同 ･論点整理 (資料14)









18)65･77頁｡栃木県林務部 ｢とちぎ森林 ･林業 ･自然ふ
れあいプラン｣(2006年3月)を参照｡
(22) 同 ･論点整理 (資料16)69･71頁｡栃木県企画部 ｢21世紀の "とちぎ'づくりに閑
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する県民意向調査｣(2004年3月)を参照｡
(23) 同 ･論点整理 (資料17)73･74頁｡特定非営利活動法人足尾に緑を育てる会､財団
法人グリーントラストうつのみやの各ホームページを参照ohtp://W .ashi0-midori.
com/､htp://www.business4.plaa.or.jp/green-t/index,html
(24) 同 ･論点整理 (資料18)79頁､(資料19)81頁｡
(25) 同 ･論点整理 (資料20)83頁｡
(26) 同 ･論点整理 (資料21)87頁｡
(27) 同 ･論点整理 (資料22)89頁O農林水産省 『平成18年度森林 ･林業白書』90頁を参
照｡
(28) 同 ･論点整理 (資料23)93頁｡
(29) 同 ･論点整理 (資料24)99頁｡栃木県林務部 ｢森林環境に関する県民意識調査｣
(2006年4月～6月)を参照｡
(30) 同 ･論点整理 (資料22)91-92貢｡
(31) 同 ･論点整理 (資料22)89頁｡









(39) 佐藤幸治 『憲法 (新版)』(青林書院､1990年)245-246頁｡







(47) 碓井光明 『要説自治体財政 ･財務法 (改訂版)』(学陽書房､1999年)246頁｡
(48) 費用便益分析における便益の計測に関しては､例えば､中井達 『政策評価』(ミネ












(53) プログラム評価と業績測定に関しては､古川俊一 ･北大路信郷 『公共部門評価の理
論と実際』(日本加除出版､2001年)､29-35頁などを参照｡
(54) 拙稿 ｢自治体における行政評価システムの導入に向けた検討｣ 『白鴎大学論集』第
16巻第2号､2002年､316頁｡拙稿 ｢自治体における事務事業評価の実践と課題｣ 『白
鴎大学論集』第17巻第2号､2003年､93頁｡









(58) ソーシャル ･キャピタルに関しては､例えば､宮川公男 ･大守隆編 『ソーシャル ･
キャピタル』(東洋経済新報社､2004年)､金光浮 『社会ネットワーク分析の基礎』(勤
草書房､2003年)などを参照｡
(59) 高知県 『森林環境保全のための新税制 (森林環境税)の考え方』2002年12月､2頁｡
(60) 諸富 ･前掲78頁｡
(61) 秋山孝臣 ｢森林環境税とその森林環境および林業における意義｣『農林金融』2005
年2月､44頁｡
(62) 『田中正造選集6』『同7』(岩波書店､1989年)を参照｡
(63) 山脇直司 『公共哲学とは何か』(筑摩書房､2004年)､98-100頁｡
(本学法学部准教授)
